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会社概要
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商号 プロパティデータバンク株式会社

代表者 板谷 敏正

設立 2000年10月2日

本社 東京都港区浜松町１-29-6 浜松町セントラルビル

事業内容 不動産・施設管理のソフトウェア提供および関連業務

資本金 10,975万円※

従業員数 60名（役員含む）※

主要株主 清水建設株式会社

株式会社ケン・コーポレーション

※ 2018年4月30日現在



2000年10月
清水建設株式会社の社内事業家公募制度を活用し、東京都港区海岸二丁目においてプロパティデータバンク株式会社を設立
不動産の運用管理に関するASP事業及び情報管理業務、システムインテグレータ業務を開始

2000年12月 データセンター（東京）稼動及び統合資産管理クラウドサービス「＠プロパティ」のサービス提供を開始

2004年11月 業容拡大に伴い、本社を東京都港区浜松町一丁目に移転

2006年２月 財団法人日本情報処理開発協会よりISMS認証基準(Ver.2.0)の認証取得UKAS（英国認定機関）認定スキームのBS7799:PART2:2002認証取得

2006年８月 第２データセンター（大阪）稼働開始

2007年３月
ISMS認証基準(Ver.2.0)のISO化に伴い、JISQ27001：2006の認証取得
BS7799:PART2:2002のISO化に伴いISO/IEC27001：2005の認証取得

2008年１月
特定非営利活動法人ASPインダストリ･コンソーシアム･ジャパンよりASP･SaaS･ICTアウトソーシングアワード2007/2008「総合グランプリ」
受賞

2009年12月 一橋大学大学院 国際企業戦略研究科より「2009年度ポーター賞」受賞

2010年11月 資産評価政策学会「平成22年度業績賞」受賞

2011年10月 情報化月間推進会議「平成23年度情報化促進貢献情報処理システム表彰」受賞

2013年２月 第３データセンター（福岡）稼働開始

2016年６月 一般社団法人全国賃貸不動産管理業協会の会員向けクラウドサービス「全宅管理業務支援システム」が、当社の全面的サポートのもとで開始

2018年１月 クラウド事業本部がISO/IEC27017の認証取得

2018年３月 プロパティマネジメント機能及びビルマネジメント機能を改修

沿革
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板谷 敏正(いたや としまさ)

代表取締役 社長

1989年 早稲田大学大学院理工学研究科修了 同年清水建設株式会社へ入社
2000年 清水建設社内ベンチャー制度を活用し、不動産管理向けクラウドサービスを

展開するプロパティデータバンク株式会社を設立
2010年 早稲田大学大学院理工学研究科後期博士課程修了(博士号取得)

芝浦工業大学大学院理工学研究科客員教授に就任
2011年 早稲田大学理工学研究所招聘研究員に就任
2016年 RICS（英国王立チャータード・サベイヤーズ協会）フェロー
2017年 公益社団法人 日本ファシリティマネジメント協会 理事

Ⅰ.会社概要 Ⅱ.事業の特徴 Ⅲ.成長戦略

代表者紹介
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取締役副社長
高橋 秀樹
1987年４月 清水建設株式会社入社
2000年10月 当社設立 取締役副社長（現任）
2015年４月 当社ソリューション事業本部

クラウド事業本部管掌（現任）

常務取締役
武野 貞久
1994年４月 清水建設株式会社入社
2003年10月 当社入社
2011年６月 当社常務取締役（現任）
2015年４月 当社営業本部管掌（現任）

取締役
大田 武
1993年４月 さくら銀行株式会社入行

（現株式会社三井住友銀行）
2006年10月 当社入社
2008年６月 当社取締役（現任）
2015年４月 当社経営企画部、業務管理部管掌（現任）
2015年９月 当社法務・コンプライアンス部管掌（現任）

取締役 監査等委員（常勤）
鏑木 耕三
1973年４月 オリエント・リース株式会社

（現オリックス株式会社）入社
2002年１月 オリックス・コモディティーズ株式会社

代表取締役社長
2008年４月 オリックス証券株式会社 取締役専務執行役員

管理本部長
2016年６月 当社取締役（常勤監査等委員）（現任）

取締役 監査等委員
樋口 光輝
1965年４月 千代田生命保険相互会社入社

（現ジブラルタ生命保険株式会社）
2001年７月 全国信用協会研修所非常勤講師
2006年９月 当社常勤監査役
2016年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）

取締役 監査等委員
松岡 功一
1981年４月 清水建設株式会社入社
2013年４月 同社関連事業部長
2016年６月 当社取締役（監査等委員）（現任）
2017年６月 清水建設株式会社 監査部長（現任）

経営陣紹介
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清水建設株式会社入社
当社設立 取締役副社長（現任）
当社ソリューション事業本部
クラウド事業本部管掌（現任）

清水建設株式会社入社
当社入社
当社常務取締役（現任）
当社営業本部管掌（現任）

さくら銀行株式会社入行
（現株式会社三井住友銀行）
当社入社
当社取締役（現任）
当社経営企画部、業務管理部管掌（現任）
当社法務・コンプライアンス部管掌（現任）

オリエント・リース株式会社
（現オリックス株式会社）入社
オリックス・コモディティーズ株式会社
代表取締役社長
オリックス証券株式会社 取締役専務執行役員
管理本部長
当社取締役（常勤監査等委員）（現任）

千代田生命保険相互会社入社
（現ジブラルタ生命保険株式会社）
全国信用協会研修所非常勤講師
当社常勤監査役
当社取締役（監査等委員）（現任）

清水建設株式会社入社
同社関連事業部長
当社取締役（監査等委員）（現任）
清水建設株式会社 監査部長（現任）



新しい知識社会の創造ミッション

当社は、データの処理・管理といったビジネス領域に留まらず、知識社会を担う先端のITサービスを提供します

知識の集約により顧客の業務に革命を
顧客の資産に価値向上を

当社の提供する価値はソフトウェアを販売することでも、お客様に代わってソフトウェアを開発することでもありません
私たちが築き上げた、最高の技術や知見を積極的に展開し、お客様の業務に革命をもたらすことです

ビジョン

お客様が管理・運用する大切な資産。当社は、お客様の業務効率を改善し、その価値を大きく向上させます

お客様の業務に関わる情報を一元的に管理し、有用な知識として体系化します

お客様の資産情報及び業務情報は安全かつ適切に保管します

Property

Data

Bank

Ⅰ.会社概要 Ⅱ.事業の特徴 Ⅲ.成長戦略

ミッション・ビジョン
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当社は不動産に関する業務を効率化する「BtoBの不動産テック企業」

× ＝
Real Estate Technology Real Estate Tech

不動産 不動産テックテクノロジー

対応業務領域

不動産アセットマネジメント業務
プロパティマネジメント業務
ビルマネジメント業務
企業不動産管理業務 など

フロント・バックオフィス業務に対応

不動産テック
3つの領域

Ⅰ.会社概要 Ⅱ.事業の特徴 Ⅲ.成長戦略

B to Bの不動産テック企業
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不動産
業務支援

不動産
評価支援

（ビッグデータ活用）

不動産
取引支援

当社サービスの
属する領域



統合資産管理クラウドサービス

パブリッククラウドで最先端のソフトウェアを提供
不動産・施設等の資産管理に関する業務の効率化を支援

Ⅰ.会社概要 Ⅱ.事業の特徴 Ⅲ.成長戦略

提供サービス ＠プロパティ(アットプロパティ)

2018 © Property Data Bank, Inc. All Rights Reserved. 11※ パブリッククラウドとは、多種多様な企業や組織が共有するサービスのこと



日本国内の不動産

約2,519兆円

法人所有不動産

約430兆円

地方公共団体
所有不動産
約450兆円

公的不動産
約590兆円

収益不動産
約208兆円

J-REIT
20兆円

証券化された不動産
約30兆円

※「不動産投資市場の成長に向けたアクションプラン(参考資料)」(国土交通省) をもとに当社作成

Ⅰ.会社概要 Ⅱ.事業の特徴 Ⅲ.成長戦略

ターゲットとなる不動産ストック
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日本国内の不動産

約2,519兆円

法人所有不動産

約430兆円

地方公共団体
所有不動産
約450兆円

公的不動産
約590兆円

収益不動産
約208兆円

J-REIT
20兆円

証券化された不動産
約30兆円

日本の不動産資産規模は約2,519兆円※

当社のビジネス領域（法人所有不動産と公的不動産）は約1,020兆円と膨大



不動産管理業務の全てを強力にサポート

＠プロパティの全体像
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ファンド運営 経営分析 シミュレーション 開示資料出力

ポートフォリオ総合分析

賃貸・賃借管理 受託・委託契約

資産基本情報（土地・建物）

債権債務管理
（請求・支払）

工事管理
(コンストラクション）

業績管理
（予算・実績、着地見込み、マンスリーレポート）

修繕履歴管理 クレーム管理

作業手配
（ワークオーダー）

エネルギー管理

進捗管理
（スケジュール管理、予算実績管理、レポート）

アセットマネジメント

プロパティマネジメント ビルマネジメント

資産基本情報

Ⅰ.会社概要 Ⅱ.事業の特徴 Ⅲ.成長戦略



PC操作画面（例）
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A株式会社

B株式会社

C株式会社

D株式会社

E株式会社

F株式会社

G株式会社

H株式会社

14

基本情報 賃貸契約

不動産管理に必要な全ての情報を一元管理



PC操作画面（例）

Ⅰ.会社概要 Ⅱ.事業の特徴 Ⅲ.成長戦略

損益計算

請求・入金
（債権管理）

不動産管理の基幹業務を強力にサポート
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サービス導入の顧客メリット①
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不動産オーナー及び全国に点在する不動産の管理委託会社をクラウド上でリアルタイム連携
現場管理業務からオーナーアセットマネジメント業務までをクラウドでフルカバー

クラウド上で企業間連携を実現、業務効率が飛躍的に向上

業
務
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム

（
ユ
ー
ザ
ー
）

不
動
産
オ
ー
ナ
ー

（
ユ
ー
ザ
ー
）

外
部
委
託
者

東京事業所

大阪事業所 福岡事業所

経営層

管理委託先A

管理委託先B
管理委託先C

管理委託先D

全国の不動産・施設等

・建物情報
・テナント情報
・請求入金情報
・修繕工事情報
・支払管理
・予算収支管理
・ポートフォリオ管理など



自社開発及びパッケージソフト導入に比べ大幅なコスト削減を実現

Ⅰ.会社概要 Ⅱ.事業の特徴 Ⅲ.成長戦略

サービス導入の顧客メリット②
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・初回契約手数料

・月額利用料

・システム開発費
・サーバー購入費

・パッケージ購入費
・サーバー購入費

・サーバー運用費
・メンテナンス費
・システム保守費
・担当者人件費

イ
ニ
シ
ャ
ル

コ
ス
ト

ラ
ン
ニ
ン
グ

コ
ス
ト

・サーバー運用費
・メンテナンス費
・システム保守費
・担当者人件費

パッケージソフト導入

自社システム開発

＠プロパティ導入

自社サーバー不要
システム運用不要



創業来一貫してパブリッククラウド型のサービスを提供

パッケージソフト パブリッククラウド

競合他社 当社

・インストール不要、インターネットからログイン
・メンテナンスは当社対応
・バージョンアップは当社対応
・万全のセキュリティ体制(ISO/IEC 27017認証取得)

・セットアップ・インストールが必要
・メンテナンスが必要
・バージョンアップ都度対応
・セキュリティ体制の構築が必要

Ⅰ.会社概要 Ⅱ.事業の特徴 Ⅲ.成長戦略

競合優位性①
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ユーザーの声を反映し、常に進化するパブリッククラウド

機能改善
メンテナンス

ユーザー

リリース

質問回答
顧客要望

カスタマーサポート
開発担当

サービス
スパイラルアップ

操作質問
改善点のご指摘

機能バージョンアップ・改善回数69件

2017年度 ユーザーサポート実績

※  2017年4月～2018年3月末実績

問い合わせメール 1,306件

問い合わせ電話 6,296件

Ⅰ.会社概要 Ⅱ.事業の特徴 Ⅲ.成長戦略

競合優位性②
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ストック型
(クラウドサービス売上)

フロー型
(ソリューションサービス売上)

ストック型売上とフロー型売上を両輪に盤石な収益基盤を確立

運用開始

顧客ニーズにきめ細かく対応

フロー型売上

ストック型売上

登録された建物データ数に応じて
月額課金（棟数従量課金制）

新規顧客

顧客ニーズ

月額利用料

Ⅰ.会社概要 Ⅱ.事業の特徴 Ⅲ.成長戦略

二つの収益基盤
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クラウドサービス売上が損益分岐点を突破し利益率は更に向上

損益分岐点

利益

現在地点

時間

収
益

クラウドサービス 売上推移イメージ

ストック型売上で安定的に利益を確保

加速度的な利益の伸長

クラウドサービス売上による損益分岐点突破

2018 © Property Data Bank, Inc. All Rights Reserved. 21
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2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017

2017年度登録棟数

41,120棟登
録
棟
数

（万）
＠プロパティ登録建物データ数推移

年度

Ⅰ.会社概要 Ⅱ.事業の特徴 Ⅲ.成長戦略

豊富な導入実績
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契約社数 約260社※1 登録建物データ約4万棟※2

※1 契約社数は契約IDベースで算出（1社で複数の＠プロパティ環境を契約している場合は契約ID毎にカウント）
※2 官公庁自治体による登録棟数は含まない

・J-REIT
・不動産会社
・不動産管理会社
・不動産ファンド
・デベロッパー
・生命保険会社
・電鉄会社
・電力会社 など

導入実績
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（見通し）

クラウドサービス売上

ソリューションサービス売上

営業利益 1,239

1,032
1,131 1,082

（百万円）

クラウドサービス売上は毎期堅調に拡大

売上高・営業利益推移
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1,516
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Ⅲ.成長戦略
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39.8%
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2017年 2018年 2019年 2020年 2021年 2022年

国内パブリッククラウドサービス市場 売上額予測

高成長が続く国内パブリッククラウドサービス市場※

2017年は実績値、2018～2022年は予測値

2017年は5,016億円超
2021年には１兆4,065億円の見通し

情報漏えい等に対する
セキュリティが高いため

安定運用、可用性が高いため

初期導入コストが安価なため

どこでもサービスを利用できる

資産・保守体制を社内に持つ必要がないため

※2※1

売
上
額
（
10

億
円
） 501.6

1406.5

クラウドサービスを利用している理由(上位5件)

Ⅰ.会社概要 Ⅱ.事業の特徴 Ⅲ.成長戦略

クラウド市場の拡大
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※      パブリッククラウドサービスとは、多種多様な企業や組織が共有するサービスのこと
※1 IDC Japanプレスリリース「国内パブリッククラウドサービス市場予測を発表」（2018年4月2日）をもとに当社作成
※2 「通信利用動向調査(企業編) 平成28年報告書」(総務省) をもとに当社作成

出典：

クラウドファースト（優先的にクラウド採用を検討）の浸透



テクノロジーを活用することによる生産性の向上や業務効率化の余地大

不動産とテクノロジーを融合させた「不動産テック」市場の拡大

そして

不動産管理のIT化において＠プロパティの利用拡大

3

4.8
5.4 5.6

6.7 7 7.5 7.6

9.5 9.5

※2

不動産産業はテクノロジーの活用が
遅れた産業

産業別 ICT利活用状況（スコア）

GDPに占める不動産業

生産額は61兆円

構成比約11％
※1

不動産テック市場の成長性
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平均
6.7pt

不動産業

5.6pt

※1  「2016年度国民経済計算（2011年基準・2008SNA）(3) 経済活動別国内総生産」(内閣府) をもとに当社作成
※2  「ICTによる経済成長加速に向けた課題と解決方法に関する調査研究(平成26年)」(総務省)をもとに当社作成

出典：

不動産業は国内の大きな産業のひとつ



大手
一般企業
（CRE）

※31781

41

J-REIT市場ではデファクトスタンダードの地位を確立
ビルメンテナンス、CRE分野は尚膨大な拡大余地あり

大手
ビルメンテナンス

（PM/BM）

※2882
31

4％ 2％
J-REIT

56％
59
33

※1

対象領域の市場規模と当社シェア(社数ベース)※

出典： REIT・大手ファンド147社の内訳は以下となる
※1 綜合ユニコム株式会社「月刊プロパティマネジメント2016年2月号」をもとに当社作成（私募ファンド数は預かり資産額上位65社から算出）

一般社団法人不動産証券化協会 「ARESマンスリーレポート(2017年12月)」をもとに当社作成（私募REIT数23社、J-REIT数59社）
※2  「平成26年経済センサス‐基礎調査」(総務省統計局) をもとに当社作成 （資本金5千万円以上の企業数で算出）
※3 「財政金融統計月報 平成28年度」（財務省）をもとに当社作成（資本金10億円以上の企業数で算出）

※2017年11月30日時点の社数で算出
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拡大余地大 拡大余地大市場リーダー

※1147
57

REIT
大手ファンド

39％



フロント業務管理機能に加え、ビルメンテナンス業務に必要な
基幹業務管理に対応

クラウド型ビルメンテナンス業務の
標準基幹システムを目指す

2018年度本格展開

委
託
先
・
仕
入
先請求

支払
請求

入金

ビルメン基幹業務

・受発注管理
・報酬計算
・オーナー精算
・収支計算
・会計システム連携
・ＰＬ/ＣＦ管理

・現場作業管理

フロント業務

ビルメンテナンス・エディション

・テナント対応

プロパティ
マネジメント業務

オ
ー
ナ
ー

管理受託 業務委託

Ⅰ.会社概要 Ⅱ.事業の特徴 Ⅲ.成長戦略

ビルメンテナンス・エディションの市場投入
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各対象領域に対する今後の取組

Ⅰ.会社概要 Ⅱ.事業の特徴 Ⅲ.成長戦略

所有不動産

賃貸用不動産 事業用不動産

管理不動産

・ビルメンテナンス・エディションの投入により、
高度化したビルメンテナンス業務にいち早く対応

・引き続き既存顧客フォロー強化
・経営戦略システムとしての機能強化及び

シェア維持拡大

・国際会計基準（IFRS）等
多様化するニーズに迅速対応

一般企業 CRE
(収益不動産を含む)

REIT・ファンド

ビルメンテナンス

三つの対象領域を軸に更なる業容拡大を図る
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ビルメンテナンス分野強化

モバイル
対応

リーシング分野強化

＠propertyに蓄積された情報解析機能
（及び上記以外のデータ分析サービス）

コンテンツマネジメント
分野強化

オーナーとPMBMのコミュニケーション強化

BEMS

対応
スマートメーター対応
（環境不動産対応）

データサイエンス活用

リアルタイム性強化

IOT対応

FuturePresent

機能強化

T
e
c
h

n
o
lo

g
y

F
u

n
c
ti

o
n

s

Real 
Estate
Tech

「Real Estate Tech 360」ロードマップ
最新のIT技術で不動産に関わる幅広い業務領域をカバーする次世代不動産管理システムを構築

360

アセットマネジメント分野強化

IFRS対応

※グレーは対応完了

※1

次世代不動産管理システムのロードマップ
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※1 ビルエネルギーマネジメントシステム



2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022

官公庁・自治体へ展開

＠プロパティ
リリース

大手生命保険会社
案件受注

リーマン
ショック

会計連動機能追加
ワークフロー対応

大型案件複数受注

大阪DC稼動

データ
サイエンス活用

Real
Estate
Tech
360

東京DC稼動

固定資産管理対応

福岡DC稼動

全国賃貸不動産管理業協会
推奨システムとして採用

新機能開発

次世代不動産管理システム構築に向けて新規開発、機能改善を加速

IFRS対応

モバイル対応

不動産ファンド市場へ
本格進出

一般企業CREへ展開

ビルメンテナンス
エディション投入

次世代不動産管理
システムへ

清水建設株式会社
社内事業家制度活用

年度

売
上
高

ビルメンテナンス
対応

Ⅰ.会社概要 Ⅱ.事業の特徴 Ⅲ.成長戦略

事業展開と売上高推移（2018年度以降はイメージ）
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ビルメンテナンスエディション投入、国際会計基準（IFRS）への
対応を強化し市場シェア拡大



将来見通しに関する注意事項

本発表において提供される資料ならびに情報は、いわゆる「見通し情報」（forward-looking statements）を含みます。

これらは、現在における見込み、予測及びリスクを伴う想定に基づくものであり、実質的にこれらの記述とは異なる結果を招き得
る不確実性を含んでおります。

それらリスクや不確実性には、一般的な業界ならびに市場の状況、金利、通貨為替変動といった一般的な国内及び国際的な経済状
況が含まれます。

今後、新しい情報・将来の出来事等があった場合でも、当社は本発表に含まれる「見通し情報」の更新・修正を行う義務を負うも
のではありません。
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